
1． 概要
　第 7回気象学史研究会〈「天気予報の自由化」25年―
気象行政史の視点から〉
日時：2020年 5月21日（木）18：20～20：20（日本気
象学会2020年度春季大会第 3日夜）

会場：カルッツかわさき（川崎市スポーツ・文化総合
センター／神奈川県川崎市川崎区富士見1‒1‒4・JR
川崎駅・京急川崎駅徒歩約15分）大会議室1＋2（春
季大会 C会場）
プログラム
・ 若林　悠（東京大学）「天気予報の自由化」の史的展
開―行政学の観点から―
・ 横手嘉二（元気象庁）「天気予報の自由化」について
参加費：無料．どなたでもご自由にご参加ください．
（当日「参加者名簿」へのお名前の記載にご協力お願
いいたします．）

内容：「気象予報士」が誕生し，民間事業者に「一般向
け予報」が許可されてから四半世紀が経過した．こ
の間，予報業務許可事業者数は大きく拡大し，気象
予報士は 1万人を越え活動の舞台をさらに広げるこ
とが期待されている．この発展の契機となったとみ
える，いわゆる「天気予報の自由化」の動きを，150
年にわたる日本の近代国家事業としての気象行政史
の視点から振り返り，今後の気象業務のさらなる発
展の方向を考えるよすがとしたい．
　　明治初年の創生からの近代日本気象行政と社会と
の関係の変遷を解明する先駆的研究をまとめられ，

『日本気象行政史の研究：天気予報における官僚制
と社会』（2019）を上梓された若林　悠氏，「自由化」
当時，気象庁の気象行政の最前線で予報許可に関す
る業務にあたられた横手嘉二氏，お二方にそれぞれ
の立場からご講演をいただき，社会の中における気
象行政の役割を再考し，議論を深めたい．
　　本会合は気象学史研究に関心を持つ，より多くの
方の間の情報・意見交換をうながすため，学会員以
外の方にも広く参加を呼びかけて開催する．

2． 講演要旨
・ 「天気予報の自由化」の史的展開―行政学の観点か
ら―

 若林　悠（東京大学）
　長期的な時間軸のなかで気象庁の行政活動の転換点
を検討するとき，1990年代における気象業務法の改正
を中心とした「天気予報の自由化」は，最大の転換点
の一つだったといえるだろう．「天気予報の自由化」
は，予報の規制緩和と気象予報士制度の創設をもたら
し，新たな官民関係の構築を要請したからである．で
は，なぜ気象庁は「天気予報の自由化」を行わなけれ
ばならなかったのか．また「天気予報の自由化」は，
日本の気象行政に何をもたらしたのか．従来，こうし
た問いは科学史や気象学史といった技術的な文脈のな
かで検討されてきた．だが，行政活動が社会との接点
を持たざるを得ない以上，社会的な要因も考察する必
要がある．加えて，気象庁は政治性の低い行政組織と
はいえ，マクロな政治的文脈がその活動に影響を与え
ることもある．これらの行政と社会，行政と政治と
いった諸関係を分析するのは行政学の強みである．と
はいえ，気象庁の行政研究は，行政学の中心的な分析
対象とはされてこなかった．そこで本講演は，行政学
の観点から「天気予報の自由化」を取り上げる．技術
的な文脈を踏まえつつも，むしろ同時代の社会や政治
の要因を交えながら，気象庁がこの改革にどう取り組
み，いかなる制度設計をしたのかを考察してみたい．
以上を通じて，今日からみた日本気象行政史における

「天気予報の自由化」の歴史的意義についてお話をさせ
て頂きたい．

・ 「天気予報の自由化」について
 横手嘉二（元気象庁）
　気象業務における「天気予報の自由化」の検討の出
発点は，平成 3年（1991年）3月の気象審議会への諮問
第18号「社会の高度情報化に適合する気象サービスの
あり方について」で，諮問理由は次のとおりである．

「近年における情報処理技術の進展は著しい．これを
受け，気象庁においても情報処理技術の導入を中心に
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業務整備を進め，予・警報をはじめとする各種気象情
報の質的向上を図ってきたところである．一方，社会
の高度情報化は，各種情報メディアの拡充，情報に関
する著しいニーズの高度化・多様化をもたらしてお
り，気象情報を取り巻く環境は大きく変化しつつあ
る．なかでも，各種情報メディアを活用した図情報を
中心とする情報提供，特に対話形式の活用は，社会の
多様な要請に応えた新しい気象情報サービスを推進す
る上で大きな可能性を持つものと考えられる．このた
め，関係機関と協力の推進，民間気象会社の活用等も
含め，時代の要請に適合した新しい気象事業を推進し
て行くことが必要となっている．今回の諮問は，特に，
気象情報の内容・表現形式とその提供方法という観点
から，社会の高度情報化に適合した気象業務のあり方
を問うものである．」
　本諮問に対し，気象審議会第18号答申が平成 4年
（1992年）3月に公表され，それを踏まえ，平成 5年
（1993年）5月気象業務法が改正された．平成 6年
（1994年）には，気象庁が保有する大量の情報の提供な

ど民間気象業務を支援するための業務を行う財団法人
気象業務支援センター＊が設立， 8月には第 1回気象
予報士試験が実施され，同年末までに約500人の気象
予報士が誕生し，平成 7年（1995年）5月には，予報業
務許可事業者による「一般向け予報」が初めて許可さ
れた．これらの状況は，「天気予報の自由化」との見出
しで大きくマスコミに取り上げられた．
　これらの流れを，気象庁においてその当時，予報業
務許可等の実務を担当していた視点でお話させて頂き
たい．
 ＊平成24年（2012年）から一般財団法人

お問い合せ先
　山本　哲（気象庁観測部）
　TEL：03‒3212‒8341（代表）
　メールでのお問い合わせは気象学史研究連絡会ウェ
ブサイトの問い合わせフォームをご利用ください．
　https://sites.google.com/site/meteorolhistoryjp/
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